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新潟県中越沖地震を踏まえた対応状況などについて 

 

 

１．新潟県中越沖地震に対する国の検討状況と当社の対応状況について 

新潟県中越沖地震を踏まえ、保安院では各種委員会を立ち上げ、改善検討項目の抽

出などを実施してきており、これに合わせ、当社では、新潟県中越沖地震の教訓を踏

まえながら検討・対策を進めているところである。 

 

（１）自衛消防および情報連絡・提供にかかる対応状況 

○保安院（大橋ＷＧ）において、自衛消防および情報連絡・提供の対策強化に

かかる報告書案が取りまとめられ、２月２０日、中越沖地震における原子力

施設に対する調査・対策委員会（委員長：斑目東大大学院教授）に報告され

た。 

○当社では、地震時の自衛消防および情報連絡・提供をより一層向上させるこ

とを念頭に検討してきており、その具体的な対応状況について報告したとこ

ろである。この中で、新潟県中越沖地震を踏まえたこれまでの取り組みと今

後の方針について述べ、 

・自衛消防の強化策として、初期消火体制の充実、消火関連設備の信頼性 
の向上、実践的な訓練などを実施すること 

・情報連絡・提供の強化策として、情報提供手段の整備、情報収集装置の 
信頼性向上、情報提供体制の強化などを図ること 

としている。具体的には以下の対策を実施済であり、引き続き、検討や対策を

継続中である。 

・夜間、休日の常駐の自衛消防隊要員を、６名から１０名に増強。 
・化学消防ポンプ自動車１台を導入済。 
・専用回線電話の地震対策（固定）を実施済。 
・中央制御室からの消防への専用回線電話を設置済。 
・消火訓練を見直し済（消防自動車の操作訓練の充実含む）。 
・放射能分析要員を常時３名確保。 
・緊急時対策所の扉に地震に強い丁番を採用済、および対策所内の機器 
の地震対策（固定）を実施済。 

（詳細については、「別紙－１」参照） 
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（２）地震時運営管理にかかる対応状況 

○保安院（関村ＷＧ）は地震時運営管理に係る評価結果を取りまとめ、電力に

対して必要に応じて対策を講ずることを求めるとともに、その取り組み状況

について保安検査の中で確認することを通知した。 

○当社においては、日本原子力技術協会の協力を得ながら、東電からの情報入

手、各社間の情報共有および良好事例の展開を図っているところである。 

 

２．その他 

（１）耐震安全性評価について 

昨年の１２月２７日、保安院から、新潟県中越沖地震に関する現時点までの知

見を耐震安全性評価の中間報告に反映するよう通知文書が出されたが、新潟県中

越沖地震に関する現時点までの主な知見は次のとおりである。 

①地震動の評価にあたっては、活断層の地下深部への広がりを考慮する 

とともに、地盤の増幅特性を適切に評価すること。 

②褶曲構造が見られる場合には、活断層との関連性に十分留意しながら 

活断層を評価すること。 

耐震安全性評価については、現在、評価に必要な設計データの整備や基準地震

動の検討などを進めているところであり、今後、保安院からの上記通知内容など

を取り込んだ検討を進め、３月下旬を目途に中間報告する予定としている。 

 

（２）伊方発電所敷地内埋立地のボーリング調査について 

敷地内ボーリング調査については、昨年１２月に、計１４箇所の現地ボーリン

グ作業を終了し、現在、採取した試料の材料試験を実施し、物性値を確認してい

るところである。引き続き、地盤や構造物の安定性について、検討していく予定

としている。 

 

（３）宇和海における調査について 

宇和海調査については、１月に、予定していた現地調査（音波探査）（測線は

計５０本程度）を終了し、現在、現地調査で得られたデータを確認しているとこ

ろである。引き続き、地質総合解析のためのデータを整備していく予定としてい

る。 

 

 

 

 

以  上
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自衛消防および情報連絡・提供に係るアクションプラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考

（１）初期消火体制の充実

①

②

初期消火要員について常駐を基本とした１０名程
度確保

初期消火体制の中核リーダーの育成

①

②

◆夜間・休祭日の火災発生時の初期消火体制については、従来より自衛消防隊員を発電所内
に常駐６名確保していたが、平成１９年９月より常駐１０名以上確保する体制に変更している。
　（夜間・休祭日の常駐要員の構成：現時点）
　　・自衛消防隊班長　　　　　　　 １名（社員）
　　・公設消防への情報提供者　 １名（社員）
　　・消防自動車班　　　　　　　　　８名（社員２名、委託員６名）
　　・公設消防への連絡者　　　　 1名（社員）

◆初期消火体制において、自衛消防隊長（夜間・休祭日は守衛所班長）の指揮のもと社員および
委託員による消火活動を実施している。
◇平成１９年度内に教育・訓練計画を策定し、平成２０年度より計画に沿った教育・訓練を実施し
ていくことで、中核リーダーを育成していく。

（２）消火設備の信頼性の向上

① 消火設備の耐震性の確保
イ：屋外消火配管

ロ：消火用水タンクほか

①
イ

ロ

◆消火配管の建屋接続部及び屋外消火配管継手部については、平成２０年５月頃までを目処
に、調査を実施している。
◇調査結果を踏まえ、消火配管の建屋接続部及び屋外消火配管継手部について改造工事を計
画する。建屋接続部は平成２１年度内を目処に工事を実施する。屋外消火配管継手部について
は大規模な対策が必要になった場合の完了時期は詳細計画によるが、現状平成２１年度内を目
処に完了時期として設定している。

◆消火栓水源（ろ過水タンク,ろ過水貯蔵タンク）については、平成２０年５月頃までを目処に、評
価を実施している。
◇評価の結果必要であれば補強、代替水源の確保等の対策工事を実施する。大規模な対策が
必要になった場合の完了時期は詳細計画によるが、現状平成２１年度内を目処に完了時期とし
て設定している。

② 消火手段の多様化・多重化
イ：消防車の配備

ロ：その他

②
イ

ロ

◆水槽付消防ポンプ自動車を１台配備している。
◇平成１９年度内に化学消防車を１台追加配備する。

◆泡消火剤を５００リットル備蓄している。
◇平成１９年度内に泡消火剤を１,５００リットル備蓄する。

◆防火水槽を４基設置している。
◇平成２０年５月頃までを目処に耐震性防火水槽の増設の必要性について検討し、必要であれ
ば平成２１年度内を目処に設置する。

◆３号機については、建屋給水接続口を設置している。
◇１，２号機については、平成２０年度内を目処に建屋給水接続口を設置する。

◆大型消火器については発電所内に計３５台設置している。
◇平成１９年度内に１～３号機の変圧器エリアに１台ずつ大型消火器を追加配備する。

（３）消火関連設備の信頼性向上

①

②

公設消防との専用回線を耐震性のある中央制御
室に確保

緊急時対策室、消防車両車庫の防災拠点施設並
の耐震性確保

①

②

◆中央制御室に公設消防との専用回線電話を平成１９年８月に設置している。

◆緊急時対策室扉の丁番を平成１９年１２月に耐震丁番に取替えている。
◆緊急時対策室及び既設の消防車両車庫について、平成２０年５月頃までを目処に、防災拠点
施設並みの耐震性の確認を行っている。
◇消防車保管用の車庫は、平成２０年度内を目処に防災拠点施設並みの強度を持ったものにす
る。緊急時対策室は評価の結果必要に応じ補強工事等を実施する。大規模な対策が必要になっ
た場合の完了時期は詳細計画によるが、現状平成２１年度内を目処に完了時期として設定して
いる。

◆　これまでの取り組み、◇　今後の取り組み方針、　　　　　　　　工程で網掛け部分は、運用を継続的に実施する分

平成２０年度主な具体的実施内容 これまでの取り組みと今後の取り組み方針 平成２１年度平成１９年度

自
衛
消
防
の
強
化
策

  教育・訓練計画策定

化学消防車の配備

夜間・休祭日の常駐１0名以上確保

消火栓水源の耐震性評価

▼完了（中央制御室に公設消防との専用回線設置）

▽完了予定

状況調査

耐震性の確認

  中核リーダーの育成(継続）

屋外消火配管継手部工事計画･工事実施

大型消火器追加配備

増設の必要性の検討

▽完了予定

工事計画･工事実施

▽完了予定

工事計画･工事実施

補強工事計画･工事実施

消防車保管用車庫評価 ▽完了予定

泡消火剤の配備

1,2号機建屋給水接続口設置工事計画･工事実施 ▽完了予定

▽完了予定

  常駐10名以上体制の維持(継続）

建屋接続部工事計画･工事実施 ▽完了予定

▼完了（耐震丁番取替工事）

▼完了

消防車保管用車庫強度確保

                                                －3－ 
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備考

（４）実践的な訓練等の実施と検証

①

②

③

資機材、要員の配置を含めた消火活動計画の策
定と訓練を通じた改善

訓練施設や地元消防などにおけるより実践的な
訓練実施

消火訓練、消火活動計画の策定及び訓練等の良
好事例の事業者間情報交換

①

②

③

◆消防計画を作成し、計画に沿った活動を実施している。
◇平成１９年度内に資機材、要員の配置などを含めた消火活動計画を策定し、それに基づき平
成２０年度より計画に沿った訓練の実施を通じて、より有効な消火活動のための改善を図る。

◆消火訓練、消火･通報訓練、消防に係る総合訓練の各訓練において、地元公設消防が参加し
て訓練を実施している。
◇今後も地元公設消防の指導のもと実践的訓練を計画的に実施していく。

◇事業者間で情報交換の場を設けるとともに、この場を活用して良好事例等の情報を入手し改
善に役立てる。（電気事業連合会で消防運用検討会を設立）

（５）火災予防教育・対策の充実

①

②

③

原子力情報公開ライブラリー(ＮＵＣＩＡ)登録情報
による予防措置活動の継続的実施
　

火災予防対策及び教育に関する良好事例の事業
者間情報交換

火気使用作業における火気管理の徹底

①

②

③

◆発電所内の火災についてはＮＵＣＩＡに適宜入力している。登録情報については適宜入手し予
防措置の要否を検討し、必要なものについて予防措置を実施している。

◇事業者間で情報交換の場を設けるとともに、この場を活用して良好事例等の情報を入手し改
善に役立てる。（電気事業連合会で消防運用検討会を設立）

◆発電所内の火気使用作業については、防火のための遵守事項を定め、実施の徹底を図って
いる。

（６）その他

① 防災活動資機材を活用した訓練の実施 ① ◆消火訓練、消火･通報訓練、消防に係る総合訓練の各訓練において、防災活動資機材を活用
した訓練を実施している。

（１）情報提供の手段と整備

①

②

地元住民等に対する多様な手段を駆使した迅速
な情報提供

表現方法の工夫等による分かりやすい情報
提供

①

②

◆自治体が行う防災無線や広報車などによる地域広報への協力体制を継続している。チラシ、
新聞広告などによる情報発信についても適切な運用を実施している。

◆安心情報を含む、分かりやすい言葉を用いた迅速な公表について、現在の運用を
　適宜見直していく。
◆日常的に実施している原子力ＰＡ活動を通じて、地域の目線に立った情報発信の向上を
　図っていく。

（２）情報収集・提供の強化

① 国の情報収集体制の強化に伴うプラント情報伝送設備
の更新

① ◇伝送設備に係るネットワーク、セキュリティ設備の検討を踏まえ、国の構築状況にあわせて更
新を実施する。

（３）情報収集装置等の信頼性向上

①

②

モニタリングポストデータ処理装置の固定化に
よる耐震性向上

プラント情報収集装置の転倒防止、非常用電源
化又は後備電源による多重化

①

②

◆モニタリングポストデータ処理装置について、転倒防止策(アンカー等で固定）を実施している。

◆プラント情報収集装置（ＳＰＤＳ、総合放射線管理システム）について、転倒防止策(アンカー等
で固定）を実施している。また電源は後備電源による多重化がなされており、非常用電源からの
供給も可能である。

（４）放射性物質漏えい確認体制の充実

①

②

休日・夜間の放射線計測要員確保

国及び自治体に対する通報連絡などに関する
ルールの明確化

①

②

◆休日・夜間においても迅速に放射能分析を実施できるよう、平成１９年９月より放射能分析要
員を常時３名確保している。

◆非管理区域においても放射性物質の漏えいの疑いがあるものを発見した場合は、すみやかに
国、関係自治体へ通報連絡を実施している。

（５）情報提供体制の強化

① 現地への迅速な幹部職員等の派遣 ① ◆現地に常駐の幹部職員等が、地元自治体･マスコミ等に情報提供することとしている。

◇自衛消防及び情報連絡・提供等の危機管理に係る対策が組織的に実施できているかについ
て確認し、必要により改善策の検討を行う。

◆　これまでの取り組み、◇　今後の取り組み方針、　　　　　　　　工程で網掛け部分は、運用を継続的に実施する分

主な具体的実施内容 これまでの取り組みと今後の取り組み方針 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

自
衛
消
防
の
強
化
策

検証体制の確認

情
報
連
絡
・
提
供
の
強
化
策

防災活動資機材を活用した訓練の実施（継続）

多様な手段を用いた迅速な情報提供(継続）

幹部職員等による現地での情報提供（継続）

検証に基づく継続的改善

通報連絡を実施（継続）

実践的訓練を計画的に実施（継続）

消火活動計画の策定

消火活動計画の運用･改善（継続）

事業者間の情報交換の実施（継続）

火気使用作業における適切な防火管理（継続）

伝送設備の更新（国の構築状況による）

▼完了（常時３名確保）

▼完了（転倒防止策の確認）

予防措置活動（継続）

事業者間の情報交換の実施（継続）

分かりやすい言葉を用いた情報提供(継続・適宜強化）

▼完了（転倒防止策、電源供給（非常用、後備）の確認）

原子力ＰＡ活動を通じた、地域の目線に立った情報発信の向上（継続）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


